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地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS） 

研究課題別中間評価報告書 

 
１．研究課題名 

食と環境の安全・安心を実現するハイテク簡易オペレーション分析デバイスの開発と人材育成 

（国際共同研究期間：2023年 10月～2028年10月、JST側研究期間：2022年6月～2028年3月） 

 

２．研究代表者 

２－１．日本側研究代表者：馬渡 和真（早稲田大学 情報生産システム研究科 教授） 

２－２．相手側研究代表者：Noi Nguyen Van（ベトナム国家大学自然科学大学 ディレクター）    

 
３．研究概要 

本研究は、水質汚染や大気汚染が深刻化し、環境汚染の分析技術力の向上、分析人材の拡充、デー

タサイエンスへの対応力強化が急務となっているベトナムにおいて、日常的かつ大量の環境分析を可

能とする現場型分析システムの構築を目的とする。具体的には、1) 現在用いられているラボ分析

（集中型分析）に加えて、現場でのスクリーニングに適したモニタリング分析技術の開発、2) 分析

技術やデバイスを適切に扱える分析人材（政府機関、企業等）の拡充、3) IoT やデジタル技術を活用

して分析情報を収集し解析するデータ収集・解析システムの開発を行う。 

本研究では、上記目標を達成するために以下の5つの研究題目が設定されている。 

研究題目1：モニタリングデバイス 

研究題目2：モニタリングステーション 

研究題目3：資格認定トレーニング 

研究題目4：VNU-HUS教育 

研究題目5：データ収集・解析 

 
４．評価結果 

 

総合評価：Ａ 

（所期の計画と同等の取組みが行われ、成果が期待できる。） 
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プロジェクト目標の実現に向けて精力的な活動が行われており、一定の着実な成果が得られている。

ベトナムの政府組織改編、ベトナム国家大学（VNU）の分析 R&E センターの移転、関税対応など複数

の問題が発生したものの、いずれも適切に対応し、プロジェクトに大きな遅延を生じさせることなく、

いずれの研究題目も当初計画通りに進んでいると評価される。 

 

オンサイト分析のための新デバイス技術の開発は順調に進捗している。モニタリングステーション

の維持管理については、まずは Bac Ninh 省で装置メンテナンスに関する資格認定制度の導入を目指

している段階であり、今後これをベトナム国内の他省へどう拡大していくかが次の課題である。機材

供与は 90％完了しており、VNU の Hoa Lac 地区の分析 R&E センターに設置され、研究開発のみならず、

今後の人材育成においても活用される予定である。さらに、人材育成のためのトレーニングに必要な

機材やテキストも整備済みである点も評価に値する。 

 

研究チームには東亜ディーケーケー株式会社、株式会社堀場製作所の日本側民間企業 2 社やベトナ

ム側行政機関の Northern Center for Environmental Monitoring（NCEM）が参画しており、全体として

強力な体制が構築されている。ただし、日本側がベトナムの行政機関を全面的にサポートしている側

面があり、相手国側行政機関の主体性の維持・向上については課題が残る。 

 

以上の理由から、所期の計画と同等の取組みが行われ、成果が期待できるものと評価した。基礎的

な研究開発要素の強い研究題目 1 と社会実装フェーズに近い研究題目 2～4 の両面で精力的な取組み

が進んでいる。これらの成果をどのように統合し、日本の経験も勘案しながら研究題目 5 を中心に現

地の事情に適したシステムを設計していくかが今後重要である。 

 

４－１．国際共同研究の進捗状況について  

各研究題目について、現地の状況変化に適切に対応しつつ、バランス良く計画的に作業が進められ

ている。研究題目 1 ではフィルター検討、マイクロ流体濃縮、電極アナライザ等の要素技術の開発が

前進している。マイクロ流体やマイクロ電極等を用いた新デバイス技術は、水銀フリー・高性能・低

コスト・オンサイト分析が可能といった利点があり、環境マイクロデバイス技術およびそれを活用し

た多地点での現場観測ネットワークの構築には新規性がある。また、水分野のマイクロデバイス濃縮

の方法論を大気分野に応用できるかなど、さらなる展開が期待される。一方、デバイス開発において
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求められる精度（基準値の1/10）には現時点で到達していないように判断され、その解決方法も不明

確であった。また、濃縮プロセスの評価において、粒子に吸着している重金属、高分子有機物をキレ

ート結合した重金属への対応方針が不明である点も課題である。研究題目 2では、Bac Ninh省のパイ

ロットモニタリングステーション 2 局が整備完了するとともに、技術者研修の試行も進められている。

研究題目 3と 4では、トレーニングコースの研修カリキュラムが整備済みである。研究題目5では、

ダッシュボード試作が完了し、NCEMの参画によりデータ公開や政府への政策提言に向けた体制が強化

された。分析 R&E センターの開所式の遅れはあったが、研究活動への大きな影響はなく、全般的に当

初の研究計画に沿って順調に進捗している。 

 

Ministry of Agriculture and Environment（MAE）傘下でベトナム全土の環境データを収集している

同国最大の環境データ分析機関である NCEM の加入により、デバイス開発、人材育成、データ収集解

析のいずれについても、以前より体制が強化された点は高く評価される。 

 

ローコストセンサ（LCS）やドローン遠隔サンプリングの開発は当初計画にはなく、拡大項目とし

て追加されたものであるが、現場測定の効率化に貢献するとしてベトナム側からの期待は非常に高い。

また、分析技術については、データ出力までは社会実装も含めて可能性は高く、実用化されれば国内

外に対して大きなインパクトを与えることが想定される。さらに、食品分析などにも展開可能性が見

込まれる。加えて、計画外ではあるが、最終的に環境汚染問題そのものの解決に向けた社会学的な観

点からの検討や政府への政策提言を行う方向性についても検討が進められており、今後に期待したい。 

 

４－２．国際共同研究の実施体制について 

研究チームにはマイクロ流体技術を有する早稲田大学に加えて、民間企業 2 社が参画している点が

特徴であり、研究開発成果の迅速な社会実装に取り組める体制が整備されている。早稲田大学ではデ

バイスの社会実装に向けたベンチャー設立準備を進めており、デバイスの低コスト生産については

VNU-HUS 内のベンチャーが担うことで合意している。また、人材育成やデータ解析には東京大学の教

員も参画している。さらに、ベトナム国家規格 TCVN の申請に当たって重要な役割を持つ NCEM もプロ

ジェクトに加わった。このように、研究チームは全体として強力な体制となっており、役割分担も明

確である。行政組織の改編や大学改革等の諸課題に直面しつつも、効果的かつ効率的で実現可能な対

策を見極め、精力的な活動が行われており、研究代表者の高いリーダーシップと、参加企業を含む日
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本側組織の着実なコミットメントが認められる点は高く評価される。今後は研究題目 5 のとりまとめ

に向けて、研究代表者のさらなるリーダーシップが期待される。 

 

４－３．科学技術の発展と今後の研究について 

オンサイト分析のためのデバイス開発は順調に進捗しており、目標とする計測性能の達成が期待さ

れるが、公定法として求められる測定感度や変動係数であるか確認が必要である。また、モニタリン

グステーションやトレーニングコースといった社会実装フェーズに近い活動においても、ある程度の

科学技術的開発要素を盛り込むことが望ましい。 

 

ラボにおける高精度・高価格な測定機器による集中型分析システムに加え、現場での簡便かつ安価

な分散型分析システムを組み合わせた環境分析は、特に開発途上国において必要性が高い新たな分析

形態として期待され、地球規模課題への貢献の観点からも重要性が高い。また、マイクロ流体デバイ

スを活用した多地点での現場観測ネットワークの構築が成功すれば、技術的なブレークスルーにより、

汚染対策の基盤となるモニタリングデータを効率よく収集できる可能性がある。 

 

分析資格認定トレーニングで使用するテキストは、ベトナム国家規格 TCVN に準拠するが、日本産

業規格（JIS） 規格が存在する測定項目についてはその規格番号と測定方式名を記載し、JIS の活用

と普及を視野に入れている点は高く評価される。 

 

相手国側への指導は適切に実施されており、共同研究として着実に進んでいる印象がある。また、

日本人の若手研究者が参画し、プロジェクトを中心的に遂行している点は評価できる。一方で、本プ

ロジェクトに参画している学生はほとんど留学生であり、日本人大学院生の参画が限定的であること

から、今後の人材育成の観点で日本人学生の参画拡大が望まれる。 

 

４－４．持続的研究活動等への貢献の見込みについて 

VNU の Hoa Lac 地区の分析 R&E センターへの機材導入は完了しており、研究開発を継続するための

施設環境は整備済である。継続的な分析研究教育拠点が構築されたことは、人的交流の促進に向けた

重要な成果であるとともに、相手国側研究者との共同研究が着実に進展している点は高く評価できる。

これにより、SATREPS 終了後も人的交流が継続される見通しがある。また、講義やプログラムへの参
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加者も多く、ベトナムの研究機関・研究者の意欲は高いと思われる。さらに、相手国側のキーラボラ

トリーのディレクターが 2025 年 12 月に若手教員に交代したが、相手国研究機関から若手研究者が積

極的に参画している点は、今後の人材育成および研究基盤の強化に寄与するものである。相手国側メ

ンバーのモチベーションは高く、研究者の自立性・自主性についても十分期待できる。 

 

重金属デバイスについては、ベトナムの国家技術基準（QCVN）に対応した TCVN 申請を計画してお

り、最終的には公定法としての採用を目指している。モニタリングステーションの維持管理について

は、地方政府 DAE からの強い要望を受け、装置メンテナンスに関する資格認定制度が導入される可能

性がある。技術者トレーニング等の活動は精力的に実施されており、日本側として可能な努力は適切

に行われていると思われる。一方、クロスチェック手続きを日本側が担っている現状から、ベトナム

側関係機関の主体性には疑問もあり、関係機関の関与という観点では、プロジェクト終了後の持続可

能性に課題があるように思われる。まずは Bac Ninh 省において試行的に実施し、これを Bac Ninh モ

デルとしてベトナム国内の他省にも拡大していく計画であるが、新たに開発したデバイスの社会実装

やモニタリングステーションの運用改善など、成果が現地に定着するかどうかはこれからの重要な課

題と考える。 

 

５．今後の課題・今後の研究者に対する要望事項 

1. 分析 R&E センターについては、少なくともプロジェクト終了まで現在の施設を継続利用できるこ

との明確な確約を得る必要がある。 

 

2. 分析 R&E センターや資格認定トレーニングの持続的運営に向けて、受講料徴収、有償分析サービ

ス提供、ベトナム政府からの予算獲得など、プロジェクト終了後を見据えた持続的な運営計画の

具体化が求められる。 

 

3. 重金属デバイスの開発にあたっては、環境試料への適用性（重金属の懸濁粒子への吸着への対応、

高分子有機物と重金属のキレート）について適切に検討し、場合によっては開発した方法の適用

条件を明確化する必要がある。 

 

4. Bac Ninh 省のモニタリングステーションの他 28 局や他省への展開の道筋について、Bac Ninh 省

との協議やワークショップ等を通じて、今後さらに検討を深めていただきたい。 
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5. Bac Ninh 省におけるモニタリングの現状（機器のメンテナンスを含む）を踏まえると、NCEM が取

り扱っている他のデータの正確性にも疑問が残る。また、取得データのクロスチェックが必要と

される現在のシステムでは、そのコストによっては LCS 開発の政策効果が減殺されてしまう可能

性もあるなど、成果の活用に向けては、NCEM へのデータ登録や LCS の公定法化以上に、現行制度

及びその執行上のさまざまな課題があるように思われる。特に、ベトナム側関係機関の主体性や

財源問題に加え、現行システムの問題点やデータの活用方法を含め、NCEM 等の関係機関とどこま

で実質的に協議できるかが鍵となるように思われる。 

 

6. 研究題目 5 において、大気汚染物質関連ではリモートセンシングからの測定値と LCS 等の地上局

での測定値の相関解析を目的としているが、ある程度の相関が得られた時点で終了するのではな

く、継続してシステムを利用できるよう予測システムも含めた目的の設定が必要であると考える。

また、水系の分散型モニタリングデータの集積・解析システムについても、目的が十分に明確化

されていない印象があるため、システム構築の目的を早期に具体化していただきたい。 

 

7. LCS の公定法化は、日本の計測器メーカーの市場を縮小化させる方向に働く可能性もあると思わ

れ、参画している計測器メーカーが既存の納入機器の稼働改善や現地の能力開発だけでなく、

LCS の開発・普及にもどの程度関与するのか、プロジェクトの終着点として LCS と既存納入機器

の安定稼働をどのようなバランスで進めるかについて、複数の将来シナリオを検討することも有

効と考えられる。 

 

8. 本プロジェクトはモニタリングシステムが機能しない問題を解決するために、新たな技術開発・

整備・教育に重点が置かれている点では計画通り進展している。しかし、整備したモニタリング

システムを活用し、どのように環境問題の解決に結びつけるかが重要である。このことは研究代

表者も認識しているとおりであり、社会学的視点や政策提言の重要性は高い。開発するデバイス

やモニタリングシステムに関する提言やガイドラインの策定においては、開発側だけの論理では

不十分であり、社会科学の専門家も交えた中で検討を進める必要があると考えられる。社会科学

的検討の方法や必要な研究人材について今後さらに具体化して、ぜひ本プロジェクト終了までに、

このモニタリングシステムをどのように環境政策へ活用するか具体的な提言としてまとめ、将来

的に実際に利用されるシステムを目指していただきたい。 
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図１ 成果目標シートと達成状況（2026 年 1 月時点）


